
 

1.1.1.1.    はじめにはじめにはじめにはじめに 

 骨組構造物の耐震設計を行う際には，従来から様々な解析ツールが用い

られる．中でも有限要素法による解析手法は，その汎用性・簡便性という

点から利用者が多いが，動的荷重下でかつ非線形性の強い問題では，計算

コストが高くなり適用例が限られているのが現状である．代わりに骨組構

造物の各層を質点系モデルに置換した解析が主流であるが，このよ

うな場合には柱や梁など部材レベルでの構造物の複雑な動的挙動を

十分に把握することは難しい．そこで筆者らは，解析する上での計算

コストを低く抑え，多種多様なパラメータ計算への適用を目的とする有限

要素解析手法を開発し，その有効性を確認してきた．本稿では，鉄筋コン

クリート造（RC）骨組構造に対して適用を行った結果を報告する． 

物理的な意味が明確な剛体ばねモデルとはり要素のひずみエネルギ近似

式を比較することにより，塑性ヒンジに対するはり要素の数値積分点位置

の関係が都井により導き出された 1)．この関係式を利用することにより要

素端の塑性ヒンジを正確に表現することが可能となり，骨組構造の有限要

素解析において通常に比べ少ない要素数で塑性崩壊荷重の収束解が得られ

ることが確認された．この手法はShifted Integration法と名付けられた．

さらに都井・磯部らは，要素の材料性状に合わせて数値積分点を順応的に

シフトする手法を採ることにより，変位解の収束性をも格段に向上させた

順応型Shifted Integration法（以下，ASI法と記す）を開発した 2)3)．本手

法を用いることによって骨組構造の解析において必要な要素数は最小限の

数となり，計算コストの大幅な削減を実現した．ASI 法はさらに大変形問

題 4)，準静的・動的問題 5)6)にも適用され，大規模な骨組構造物に対する有

効な解析手法として確立されるに至った．また，数値積分点をシフトして

要素端に仮想ヒンジを表現し，その上で瞬間的に断面力を解放することに

よって部材の破断を表現可能であるため，破断を含む強非線形・不連続問

題にも適用された7)～10)． 

本研究では，ASI 法を用いた有限要素解析手法を鉄筋コンクリート造

（RC）骨組構造物の耐震設計に適用することを目的とし，まず鉄筋コン

クリートの断面力・ひずみ関係として一般的な，Degrading tri-linear型部

材モデルを ASI 法のアルゴリズムに導入した．静的・準静的問題で

実験値と比較して動作の確認を行い，次に支持点加振型の運動方程

式を用いた地震応答解析を行った．さらに，通常の有限要素解析で

は困難な部材破断を伴うような強非線形性・不連続性を有する地震

崩壊解析，および中間層崩壊現象の再現のために部材間接触を考慮

した解析を実施した．これらの解析例を考察・検討することにより，

本手法が RC 骨組構造の統合的な地震崩壊解析コードとして有効で

あることを確認した． 

 

2.2.2.2.    順応型順応型順応型順応型（（（（AdaptivelyAdaptivelyAdaptivelyAdaptively））））Shifted IntegrationShifted IntegrationShifted IntegrationShifted Integration（（（（ASIASIASIASI））））法法法法    

ASI法 2)～10)とは，弾性要素における数値積分点位置は線形解析に

対する最適位置(線形チモシェンコはり要素の場合は中央点)に置き，

全塑性断面の発生直後に，その点に正確に塑性ヒンジが形成される

ように数値積分点をシフトする手法である．通常の有限要素法に比

べ格段に少ない要素数で高精度の解が得られ，また断面力を解放す

ることで部材の破断も考慮可能であり，さらに従来の有限要素解析

コードへのインプリメントが容易であるという大きな特長を持ち合

わせている． ASI 法を用いることにより，微小変形・大変形，静

的・動的，単調負荷・繰り返し負荷の如何に関わらず，骨組構造の

有限要素解析において計算コストの低減が可能である． 
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図 1 に，線形チモシェンコはり要素（図中：FEM model）と，応

力あるいは塑性ヒンジ形成位置が陽に与えられている物理モデルで

ある剛体・ばねモデル（図中：RBSM, Rigid Bodies-Spring Model）

における数値積分点およびばねの位置を示す．この 2 種類のモデル

のひずみエネルギ近似式の等価性を考慮することにより，数値積分

点位置と塑性ヒンジ発生点位置の関係は 

 
s1 = Är1 or r1 = Äs1                                  (1) 

 

と表現される 1)．ここに，s1および r1はそれぞれ，数値積分点位置

および塑性ヒンジの位置である． 

 要素全体が弾性変形状態にある場合は，要素の中央点が最適な積

分点位置であり，この時の剛性マトリックスは以下のように表され

る． 

 
[nn
ñK] = [nn

ñKL] + [
n
n

ñKNL]

=

Z
nl

[uT ]T Å[0T ]T Å[nn ñBL(0)]
T Å[nn ñDe(0)]Å[nn ñBL(0)]Å[0T ]Å[uT ]dl

+

Z
nl

[uT ]T Å[0T ]T Å[nn ñBNL(0)]
T Å[nn ñS(0)]Å[nn ñBNL(0)]Å[0T ]Å[uT ]dl

(2) 

 

ここで，[nn ñKL]は Updated Lagrangian Formulation（以下，U.L.F.と記

す）における増分剛性マトリックス，[nn ñKNL]は U.L.F.における幾

何剛性マトリックス，[nn ñBL]は U.L.F.における線形[B]マトリックス，
[nn

ñBNL]は U.L.F.における非線形[B]マトリックス，[nn ñDe]は弾性の

[D]マトリックス，[nn ñS]は U.L.F.における一般化応力マトリックス，
[0T ]は全体座標系から要素座標系への変換マトリックス，[uT ]は初

期の要素座標系から増分ステップ n における要素座標系への変換マ

トリックス，nlは時間t = tnにおける要素長である．また，[nn ñBL]

および[nn ñBNL]の括弧内の数値は数値積分点位置，[nn ñDe]および[nn ñS]

の括弧内の数値は物理的な応力評価点位置を示す．さらに，時間

t = tnのステップで計算される要素内力は，次式のように表される． 

fnnFg =
Z
nl

[uT ]T Å[0T ]T Å[nn ñBL(0)]T Åfnn ñR(0)gdl
       

(3) 

 

ここで，fnn ñRgは断面力ベクトル，その括弧内の数値は物理的な応
力評価点位置を示す． 

 はり理論に従えば，曲げモ－メント ñR1， ñR2とせん断力 ñR5， ñR6

の関係は 

 

ñR5 = Ä
d ñR2
dz                                                  

(4a) 

ñR6 = Ä
d ñR1
dz                                                  

(4b) 

 

と与えられる．よって，曲げモ－メント増分  Ån
ñR1(s)および 

Ån
ñR2(s)の要素長方向分布は，要素中央点における曲げモ－メント

増分 Ån
ñR1(0)，Ån

ñR2(0)およびせん断力増分 Ån
ñR5(0)，Ån

ñR6(0) 
を用いて，次式により近似することができる． 

 

Ån
ñR1(s) = Ån

ñR1(0) Ä
Ån

ñR6(0)
nls

2                       (5a) 

Ån
ñR2(s) = Ån

ñR2(0) Ä
Ån

ñR5(0)
nls

2                       (5b) 

 
上式は，曲げモ－メントが要素内で線形に変化し，2 つの端点 

(s = Ü1)のどちらかで，最大絶対値をとることを示している．曲げ
モ－メントを除く諸量は要素内で定数値をとるので，要素両端の断

面力を上式等で算定し，それらの値を降伏関数に代入することによ

り塑性化を判定する． 

要素両端のどちらか一端（ここでは左端を仮定）が塑性化または 

破断した直後の増分ステップにおいては，要素内の数値積分点を(1)

式に従ってシフトする．すなわち，以下の式のような剛性マトリッ

クスを用いることになる． 

 
[nn
ñK] = [nn

ñKL] + [
n
n

ñKNL]

=

Z
nl

[uT ]T Å[0T ]T Å[nn ñBL(1)]
T Å[nn ñDp(Ä1)]Å[nn ñBL(1)]Å[0T ]Å[uT ]dl

+

Z
nl

[uT ]T Å[0T ]T Å[nn ñBNL(1)]
T Å[nn ñS(Ä1)]Å[nn ñBNL(1)]Å[0T ]Å[uT ]dl

(6) 
 
ここで，[nn ñDp]は塑性の [D]マトリックスである．また，次式によっ

て表わされる内力が生じ，要素が破断した場合には次のステップで

解放力としてその要素に作用する． 

 

fnnFg =
Z
nl

[uT ]T Å[0T ]T Å[nn ñBL(1)]T Åfnn ñR(Ä1)gdl
             

(7)
 

 

全塑性断面の発生直後に，(1)式に従い，その全塑性断面位置に正

確に塑性ヒンジが形成されるように，数値積分点をシフトする．も

し，全塑性断面が要素の右端(s=1)に発生したならば，数値積分点は

要素の左端(s1 = Ä1，よってr1 = 1) にシフトされ，全塑性断面が要素

左端に発生したならば，積分点は要素右端にシフトされる．以上の操作を

図1 線形チモシェンコはり要素とその物理的等価性 



 

 

材料性状に合わせて順応的に行うことにより，少ない要素数で収束解を得

ることが可能となる．さらに，後に示す破断臨界値を超えた場合に，断面

力を解放する操作を行うことによって破断が表現される． 

 

3.3.3.3.    RCRCRCRC 構造物の静的･準静的解析構造物の静的･準静的解析構造物の静的･準静的解析構造物の静的･準静的解析    

本章では，まず単純支持柱に静的および準静的な荷重を加える解

析を行い，RC 部材モデルを ASI 法アルゴリズムに導入した場合の

動作確認を行った．RC 部材のひび割れ強度および降伏強度として使

用した諸式 11)を以下に示す． 

・曲げひび割れ強度 

Mc = 1:8
p
Fc ÅZe +

NZe

Ac                                            
(8)
 

・曲げ降伏強度 

  柱 

 ① Nmin î N < 0 のとき 
My = 0:5(agõy +N)g1D                                              (9a) 

 ②   0 î N î Nb のとき 

My = 0:5agõyg1D + 0:5ND(1 Ä N

bDFc
)           

(9b)
 

③  Nb < N î Nmax のとき 

My = f0:5agõyg1D + 0:24(1 + g1)(3:6 Ä g1)bD2Fcg

Ç(Nmax Ä N)=(Nmax Ä Nb)         (9c) 

ただし 

     Nmin = Äagõy                                                                  (10a) 

     Nmax = bDFc + agõy                                                     (10b) 

     Nb = 0:22(1 + g1)bDFc                                                   (10c) 

  はり 
My = 0:9atõyd                                                                    (11) 

・せん断ひび割れ強度 

Qc = (1 +
N

150bD
)kc(500 + Fc)

0:085

M=Qd + 1:7
bj
        

(12)
 

・せん断終局強度 

Qy = [
0:115ku Åkp(180 + Fc)

M=Qd + 0:115
+ 2:7

p
pw Ås fwy + 0:1

N

bD
]bj

   
(13) 

・降伏時の剛性低下率 

b 

cE =2.33×104 [N/mm 2 ],ν=1/6, ρ=23.5 [kN/m 3 ] 

cF =39.2 [N/mm2 ],  

ys f =3.59×102 [N/mm2 ], wys f =2.88×102 [N/mm2 ] 

b=25.0 [cm], D=25.0 [cm], 0h =100 [cm], ta =3.81 [cm2 ] 

ga =10.16 [cm 2 ], 1g =0.72, wa =0.64 [cm2 ], x=3.3 [cm] 

N=7.74×102 [kN] 

D 
 

P  

P  

N 

0h  
 
 

図3 せん断力下のRC単純支持柱 

2M
c

My

Mc

Mc

My

2M
c

κy κmax

κmin

MMMM

κκκκ

D3

D2

D1

D4

D5

25
14

minmax
2

DD
DD

y

×=
×=

−
×

=

α
α

κκ
κ

α

図2  D - tri型部材モデル

(a)  conventional  method

(b)  ASI technique
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図4 RC単純支持柱の静的解析 



 

 

ãy = (0:043 + 1:65n Åpt + 0:043
M

Qd
+ 0:33ë0)(

d

D
)2

      
(14) 

ここで，b:柱幅，D:柱せい，h0:柱の内法高さ，d:有効せい，g1:主

筋重心間距離，Ac: RC 材の断面積=bD，Fc:コンクリートの圧縮強度， 

sfy:引張鉄筋降伏応力度，sfwy:せん断補強筋の引張降伏応力度，Ze:

鉄筋を考慮した断面係数=1.1Z=1.1(bD2/6)，n:コンクリートと鉄筋

のヤング率比，N:軸方向力，M/Qd:せん断スパン比，η0:軸力比

=N/AcFc，j:応力中心間距離=7d/8，kc:部材せいの係数=0.7，ku:部材

寸法の係数=0.7，kp:引張鉄筋比の補正係数=0.82pt0.23，pt:引張鉄筋

比=at/bD，pw:せん断補強筋比=aw/bχ，at:引張鉄筋断面積，ag:全主

筋断面積，aw:せん断補強筋 1 組の断面積，χ:せん断補強筋の間隔

である．曲げ剛性の履歴曲線としては，図 2 に示すような

Degrading tri-linear (D-tri)型 12)を採用した．D-tri 型部材モデ

ルは曲げ破壊する部材についての挙動を良好に表現し，アルゴリズ

ムが比較的単純なことから広く用いられる．なお，本研究では部材

内の軸力変動を考慮した．また，せん断ひび割れ強度，せん断終局

強度の式は静的解析のみに使用し，準静的解析以降では曲げ破壊型

部材を仮定し，せん断剛性および軸剛性については弾性状態を保持

している． 

図 3 に示すような RC 単純支持柱にせん断力を静的に載荷する問
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図5 準静的繰り返し負荷下のＲＣ柱 
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図6 静的解析に用いたRC構造物のモデル 

表1 部材リスト（柱） 

階 断面寸法(mm) C3(側柱) C4(内柱) 
12 
11 

850×850 16-D32 
4-D13@100 

16-D35 
4-D13@100 

10 
9 

900×900 16-D35 
4-D13@100 

16-D35 
4-D13@100 

8 
7 

950×950 16D-38 
4-D13@100 

16-D35 
4-D13@100 

6 
5 

950×950 16D-38 
4-D13@100 

16-D35 
4-D13@100 

4 950×950 16D-38 
4-D13@100 

16-D35 
4-D13@100 

3 
2 

950×950 16D-41 
4-D13@100 

16-D35 
4-D13@100 

1 950×950 16D-41 
4-D13@100 

16-D35 
4-D13@100 

 

階 断面寸法 
(mm) 

 G3 
Y1,Y4端 他端

G4 
Y2,Y3端 

R-10 600×900 U 
D 
 

4-D35     4+2-D32 
4-D35     4  -D32 
4-D13@200 

4+2-D32 
4  -D32 
4-D13@200 

9-5 600×900 U 
D 
 

4-D35     4+2-D32 
4-D35     4  -D32 
4-D13@200 

4+2-D32 
4  -D32 
4-D13@200 

4-2 600×1000 U 
D 
 

4-D35     4+2-D32 
4-D35     4  -D32 
4-D13@200 

4+2-D32 
4  -D32 
4-D13@200 

 

表2 部材リスト（はり） 



 

 

題に対し，通常の有限要素法と ASI 法の両方で解析を行い，その結

果を比較した．図 4 に示すように，通常の有限要素法では収束解を

得るのに多くの要素分割数を必要とするのに対し，ASI 法では 1 部

材当たり 2 要素分割で収束解が得られた．これは，ASI 法では材料

性状に合わせて数値積分点が最適な位置にシフトされるためである．

また，金久保らの実験値 13)とも良好に一致していることが確認でき

た． 

同様に，繰り返し荷重下における準静的解析を行った．静的解析

の場合と同様に，ASI 法の場合には 1 部材 2 要素で収束解が得られ

ることが確認された．また，実験値 13)と比較すると，使用した D-tri

型部材モデルが描く履歴曲線の面積が若干大きめに算出されるもの

の，概ね良く一致することが分かった（図 5参照）． 

次に，図 6 に示すような 12層 3スパン奥行き 3スパンの構造物のう

ち，耐震壁のない X2 フレームに対して水平方向に層せん断力を載荷す

る解析を行った．部材データを表 1，表 2 に示す．使用したコンクリ

ート強度は 300～480kgf/cm2，鉄筋の引張降伏応力は 4.0×

103kgf/cm2 とした．解析の最初のステップにおいて総重量 2504ton

の鉛直荷重を各柱はり接合部に与え，水平方向力としては Ai分布に

基づいて設計された層せん断力の 1/100 の値を増分的に与えた．

ASI 法による解析で得られた層せん断力-層間変形関係を図 7に，設

計限界状態および終局限界状態における層間変形角分布を図 8 に示

す．設計限界状態，終局限界状態において４階を中心に変形が増大

していることが分かる．ベースシヤー係数は設計限界状態では 0.09，

終局限界状態では 0.10となった．次に，設計限界状態における塑性

化状況を図 9 に示す．図中の数字は，塑性化した順序を示す．耐震

壁の無い純ラーメンモデルとなっているため，既存の全体解析の結

果 11)より層間変形分布が若干大きめに出たが，塑性化の状況は大体

の一致が得られた．要素数 336，節点数 304 の解析モデルで計算時

間は SUN ultra 5 (CPU: 270MHz, メモリ 128MB)で約 10分であり，十

分に短い時間で有用な知見が得られることが確認された． 

    

4.4.4.4.    RCRCRCRC 構造物の地震応答解析構造物の地震応答解析構造物の地震応答解析構造物の地震応答解析    

本章では，ASI 法を用いた有限要素解析コードを動的問題用に拡

張し，RC 骨組構造の地震応答解析を実施した．構造物に作用する

地震動をなるべく実際と近いものとするため，以下に示すような支

持点加振型の運動方程式 14)を用い，Newmark のβ法（β=1/4）15)に

より陰的に解いた． 

 

[M1]fÅ°ug+ [M2]fÅ °ubg+ [C1]fÅ _ug+ [C2]fÅ _ubg+

[K1]fÅug + [K2]fÅubg = 0     (15) 

 

ここに，[M1]，[M2]，[C1]，[C2]，[K1]，[K2]はそれぞれ，質量マト

リックス，減衰マトリックス，剛性マトリックスを表し，下添字 1

は支持点でない点同士の連成項，下添字 2 は支持点でない点と支持

点の連成項であることを示す．fÅ°ug，fÅ _ug，fÅugは，それぞれ
節点加速度増分，節点速度成分，節点変位増分を表し，下添字の b

は支持点の成分であることを示す．この方程式を解く際に，支持点
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でない点の変位成分は準静的変位増分fÅusgと動的変位増分fÅudg

との和で成り立つと仮定する． 

 
fÅug = fÅusg+ fÅudg                                         (16) 

 
fÅusgは，慣性力を無視した場合次式のように求められる． 

 
fÅusg = Ä [nn ñK1]Ä 1[nn ñK2]fÅ°ubg                                 (17) 

 

(16)，(17)式を用いて(15)式を書き直すと，次式のようになる． 

 

[M1]fÅ°udg + [C1]fÅ _udg+ [K1]fÅudg =

([M1][K1]
Ä 1[K2] Ä [M2])fÅ°ubg                    (18) 

 

本解法では，支持点の節点加速度増分を上式の右辺に代入して相当

荷重を求め，その後 Newmark のβ法を用いて増分型の運動方程式

を解く．ASI 法を用いる場合には少ない要素でモデル化を図るため，

[M]には集中質量マトリックスに比べて振動応答解の精度の良い，

分布質量マトリックスを使用した．また，減衰マトリクスには剛性

比例型減衰マトリックスを使用し，1次減衰定数を 0.05 とした． 

動的応答解析において本手法が有効であることを確認するために，

支持点加振型の運動方程式を用いて 3層 1スパン RC構造物 16)の地

震応答解析を実施した．図 10にモデルの概要，表 3，表 4 に部材デ

ータを示す．使用したコンクリート強度は 300kgf/cm2，鉄筋の引張

降伏応力は 3.83×103kgf/cm2とした．1 部材を 2 つの線形チモシェ

ンコはり要素で分割した ASI 法を用い，部材モデルとしては変動軸

階 断面寸法 
(mm) 

配筋 

3 450×450 8-D22 
2-D10@100 

2 450×450 8-D22 
2-D10@100 

1 450×450 8-D22 
2-D10@100 

 

表3 部材リスト（柱）

階 断面寸法 
(mm) 

 配筋 

R 250×400 U 
D 

2-D22 
2-D16 
2-D10@200 

3 300×500 U 
D 

2-D22 
2-D22 
2-D10@200 

2 300×500 U 
D 

2-D22 
2-D22 
2-D10@200 

 

表4 部材リスト（はり） 

図12  最大層間変形角分布
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図11 層間変位の時刻歴 
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力を考慮した D-tri モデル（第 3 章参照）を使用した．モデルの 1

次固有周期は 0.29s である．また，入力波には八戸波の EW 成分を

50gal および 600gal に正規化したものを使用し，モデルの 4つの支

持点に 36 秒間入力した．時間増分は 10ms とした．図 11にそれぞ

れの場合の層間変位時刻歴を示す．図 11(a)の 50gal の場合では各

層が同程度の振幅で振動しているのに対し，図 11(b)の 600gal の場

合では 1 層と 2 層部分に比べ 3 層部分の変形が小さくなっているの

が分かる．同様のことが，図 12 の最大層間変形角分布および図 13

の最大水平変位分布からも分かる．実験値 17)と比較しても，やはり

600gal の場合では 3層部分の変形が小さいことが分かる．本解析で

は支持点を加振しているため，強振動の場合には 1 階柱脚部分が先

に塑性化し，その後地震波が上層部に伝播しにくくなり，3 層部分

の変形が小さくなる傾向が見られたものと考えられる．また，本モ

デルには床を取り入れていないため，実験値と傾向が異なったこと

も考えられる．図 14 には，600gal の場合の構造物の塑性化状況お

よびヒンジ発生順序を示す．柱脚部分から塑性化が始まり，その後

上層部へ進展していく様子が観察できる． 

 

5.5.5.5.    部材破断および接触を考慮した地震崩壊解析部材破断および接触を考慮した地震崩壊解析部材破断および接触を考慮した地震崩壊解析部材破断および接触を考慮した地震崩壊解析    
阪神・淡路大震災では，構造物の中間層が圧壊し，その上層部が

崩れて上に重なるような現象が多数発生した 18)．このような崩壊現

象を再現するための解析手法として個別要素法(DEM) 19)等があるが，

解析対象モデルを連続体として取り扱う有限要素法では，このよう

な崩壊問題への適用は困難である．本研究では，地震時に見られる

このような部材破断を含む強非線形性・不連続性を伴う現象に ASI

法を適用した． 

線形チモシェンコはり要素は，数値積分点を１つだけ持ち，横た

わみの不連続性を許容する剛体・ばねモデルと等価である．そこで，

破断面をどちらか一端に設定し断面力を解放すれば，破断の表現が

可能となる7)．ASI法ではこのことを利用し，まず要素の降伏が判定

されたら，第2章で示したアルゴリズムに従って要素内の数値積分

点を要素中央点から応力評価点と反対側にシフトし，塑性ヒンジを

要素端に発生させる．次に，その要素が破断臨界値を超えた場合に

断面力を瞬時に解放し，それまで作用していた内力を解放力として

作用させる．ここで，部材が破断する時の塑性率として破断塑性率を定

義し，高軸力下の柱は靭性に乏しく，またはりは比較的靭性に富んでいる

という性質を考慮し，その値を柱では5.0～10.0，はりでは10.0～20.0の範

囲で適宜設定することにした20)．破断臨界値としては，部材の破断塑

性率dfxexp，dfyexpおよび破断せん断ひずみçxexp，çyexpを使用し，

これらのうち一つでも以下に示す条件式を満たした場合に，その要

素が破断すると判定した． 

 ê
dfx

dfxexp

ë
Ä 1 ï 0

                                                
(19a)
 ê

dfy

dfyexp

ë
Ä 1 ï 0

                                                
(19b)
 ê

çx

çxexp

ë
Ä 1 ï 0

                                                
(19c)
 ê

çy

çyexp

ë
Ä 1 ï 0

                                                
(19d)
 

 

図 15 に，線形チモシェンコはり要素と剛体・ばねモデルにおける，

破断の際の数値積分点およびばねの位置を示す． 

部材破断のみを考慮した解析では，破断した部材が床をすり抜け

るなどの実際とは異なる挙動を示す 7)8)9)ため，破断要素と他の要素

との空間内位置関係により要素間の接触を判定する，部材間接触ア

ルゴリズム 10)を追加した．ASI 法ではポスト処理の段階で，要素の

破断面に新しく仮想節点を設けて破断を表現するため，計算上の構

造データとポスト処理データとは自ずと異なってくる．構造データ

の情報のみから破断要素の接触を判定するのは困難であるため，仮

想節点を含み実際に破断した状態を表現しているポスト処理データ

の情報と併せ，破断要素の接触判定を行った． 

図 16 に，破断要素と被接触要素の節点位置関係を示す．破断要

図15 ASI法における部材破断の表現
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素 Efの節点をそれぞれ A1および A2，他の要素 Ei(i=1,2,3,…,n)の節

点を Bi1および Bi2とおき，それぞれの節点座標値を A1(xf1,yf1,zf1), 

A2(xf2,yf2,zf2), Bi1(xi1,yi1,zi1), Bi2(xi2,yi2,zi2) とおくと，各節点間の距離は

次式のように表される． 

 

jA1Bi1j =
p
(xi1 Ä xf1)2 + (yi1 Ä yf1)2 + (zi1 Ä zf1)2      (20a) 

jA1Bi2j =
p
(xi2 Ä xf1)2 + (yi2 Ä yf1)2 + (zi2 Ä zf1)2      (20b) 

jA2Bi1j =
p
(xi1 Ä xf2)2 + (yi1 Ä yf2)2 + (zi1 Ä zf2)2      (20c) 

jA2Bi2j =
p
(xi2 Ä xf2)2 + (yi2 Ä yf2)2 + (zi2 Ä zf2)2      (20d) 

 

本アルゴリズムでは，まず (20)式に示される節点間距離が前ステ

ップにおける節点間距離と等しいか大きい場合，すなわち互いに接

近しない要素については，無条件に接触の判定を回避する． 

次に，2 つの要素が接触する際にその 4 つの節点が平面に近い形

状を成すことを利用し，以下のように接触の判定を行う．まず，4

つの節点の座標値を用いて以下の関数を定義する． 

 

f(x; y; z) ë

f(yi1 Ä yf2)(zi2 Ä zf2) Ä (yi2 Ä yf2)(zi1 Ä zf2)g(xf1 Ä xf2)

+f(xi2 Ä xf2)(zi1 Ä zf2) Ä (xi1 Ä xf2)(zi2 Ä zf2)g(yf1 Ä yf2)
+f(xi1 Ä xf2)(yi2 Ä yf2) Ä (xi2 Ä xf2)(yi1 Ä yf2)g(zf1 Ä zf2)  

(21) 

 

解析当初から同一平面上に存在する要素，すなわち 

 
f(x; y; z) = 0                                                        (22) 

 

を満たす要素については，破断要素から面内で特定の距離内に存在

する条件を以下のように設定し，これを満たした時に接触と判定す

る． 

 

jA1Bi1j+ jA1Bi2j î Li                                                (23a) 
jA2Bi1j+ jA2Bi2j î Li                                                (23b) 

 

また，解析当初から同一平面上に存在しない要素については，2 つ

の要素の 4節点が平面に近い形状を成す条件，すなわち 

 
f(x; y; z) î Cf                                                 (24) 

 

を満たし，かつ破断した要素から特定の距離内に存在する条件式，

すなわち 

 
jA1Bi1j+ jA1Bi2j+ jA2Bi1j+ jA2Bi2j î Cl(Lf + Li)         (25) 

 

を満たした場合に接触と判定する．ここで，Lf および Li(i=1,2,3,

…,n)はそれぞれ破断要素 Ef の要素長さ，要素 Ei(i=1,2,3,…,n)の

要素長さである．また，Cf は平面形状の度合いを示す正の定数で，

本研究では部材の厚みなどを考慮して適宜設定した．Cl は接触距離

に関する定数で，本研究では Cl=1.8 と設定した． 

接触を判定された 2 つの要素については節点間にギャップ要素

（接合要素）を結合し，要素間を拘束する．本研究では 1 つの節点

につき 2 本，1 つの要素について計 4 本のギャップ要素を結合させ

た．図 17に接触した要素間のギャップ要素の結合状態を示す． 

8層 3 スパン奥行き 2スパンの RC 立体骨組構造物に対し，地震

崩壊解析を行った．ただし，スパン間距離は 6m，層間距離は 3.5m

とした．部材データを表 5，表 6 に示す．本解析モデルの要素数は

464，節点数は 340である．本モデルは 1980年以前の建築基準で設

計されており，中間層で設計せん断力の不足が生じることが考えら

れる．破断を誘発させるために，本解析では 4 階部分の柱の主筋量

を表 5の 1/10に設定した．破断塑性率を柱：5.0，はり：20.0，破断

せん断ひずみを全ての部材について 4.0×10-3とし，Cfの値を柱では

2.0×102 m3，はりでは 5.0×104 m3と設定した．時間増分は 5msとし，

総ステップ数を 1000 とした．入力地震波としては，エルセントロ

波の NS成分と EW成分を使用した．  

図 18(a)に破断のみを考慮した場合を，図 18 (b)に破断および接触

を考慮した場合の崩壊挙動を示す．いずれも人為的に主筋量を減ら

した４階部分の柱が初めに破断し，上層部が崩落していく様子が観

図16 破断要素と被接触要素の節点位置関係 図17 ギャップ要素による接触の表現 



 

 

察できる．破断のみを考慮した場合には上層部が全て地面まで落下

しているが，接触も考慮した場合には上層部の落下が４階で止まり，

落下の衝撃で４階部分が完全に圧壊していることが分かる．いずれ

の解析も，計算時間は SUN ultra 5 (CPU 270MHz，メモリ 128MB)を

使用して約 50分であった． 

以上のように，ASI 法を用いた解析コードに部材間接触アルゴリ

ズムを追加することによって，阪神・淡路大震災において特徴的な

被害形態であった，中間層崩壊現象を容易に再現可能であることが

示された．導入するパラメータの詳細な検討は引き続き必要である

が，通常の有限要素法では解析困難であった部材破断を伴うような

崩壊解析が容易に実現可能となったため，今後，耐震設計に対する

有益な情報が得られることが期待される．  

 

6.6.6.6.    結論結論結論結論 

本研究で開発した解析手法は，RC 骨組構造物の地震崩壊挙動の

解析を簡便に実施可能とし，設計および開発段階において部材レベ

ルにまで渡って有用な知見を得ることを可能とする手法である．ま

た，本手法は材料性状に合わせて数値積分点をシフトする点のみが

(a) Without using contact 
algorithm 

(b) Using contact 
algorithm 

2.6 s 
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4.2 s 

5.0 s 

2.6 s 

3.4 s 

4.2 s 

5.0 s 

図18  RC骨組構造の地震崩壊解析

表5 部材リスト（柱） 

階 Fc(N/mm2) 断面寸法(mm) 外柱 内柱 
8 20.6 650×650 8 - D25 

2 - D10@100 
8 - D25 
2 - D10@100

7 20.6 650×650 8 - D25 
2 - D10@100 

8 - D25 
2 - D10@100

6 20.6 650×650 8 - D25 
2 - D10@100 

8 - D29 
2 - D10@100

5 20.6 650×650 8 - D25 
2 - D10@100 

8 - D29 
2 - D10@100

4 23.5 700×700 8 - D29 
2 - D10@100 

8 - D32 
2 - D10@100

3 23.5 700×700 8 - D29 
2 - D10@100 

8 - D32 
2 - D10@100

2 23.5 700×700 8 - D29 
2 - D10@100 

8 - D32 
2 - D10@100

1 23.5 750×750 16 - D29 
2 - D10@100 

16 - D32 
2 - D10@100

階 Fc(N/mm2) 断面寸法(mm) 配筋 
R 20.6 600×800 4 - D22 

2 - D10@200 
8 20.6 600×800 4 - D22 

2 - D10@200 
7 20.6 600×800 4 - D22 

2 - D10@200 
6 20.6 600×800 4 - D25 

2 - D10@200 
5 23.5 600×800 4 - D25 

2 - D10@200 
4 23.5 600×800 4 - D25 

2 - D10@200 
3 23.5 600×800 4 - D29 

2 - D10@200 
2 23.5 600×800 4 - D29 

2 - D10@200 

表6 部材リスト（はり） 



 

 

従来の手法とは異なり，本手法を既存の有限要素解析コードにイン

プリメントするのは非常に簡単である．また，最小限の要素分割数

で精度の高い解が得られるため，静的解析から地震崩壊解析まで，

良好な結果が短い計算時間で得られる．これは，様々なパラメータ

計算を必要とする設計段階においては，大変有用な特長である．今

後，一般的な建物を取り扱うためには床や壁構造の考慮が必要であ

るが，骨組構造物に対する様々な状況を加味した耐震設計において，

本研究で開発した地震崩壊解析コードがその一助となれば幸いであ

る． 
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